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公益法人関連事業評価書（委託・推薦等に係る事務・事業）
平成１８年３月

評価対象（事業名） 免許試験の実施に関する業務の代行業務

担当部局・課 主管部局・課 労働基準局安全衛生部計画課

関係部局・課

１．事業の内容

( ) 関連する政策体系の施策目標1
番号

基本目標 ３ 労働者が安心して快適に働くことが出来る環境を整備すること

施策目標 ２ 労働者の安全と健康を確保すること

Ｉ 事業場における安全衛生水準の一層の向上を図ること

( ) 事業の概要2
事業内容（委託・推薦）

労働安全衛生法では、事業場における労働者の安全と健康を確保するため、厚生労

働省令で定める危険有害業務における一般の労働者の就業を禁止しており、労働者に

免許を交付することによって、禁止を解除しているところである。当該免許事務の実

施に関しては、厚生労働大臣の指定を受けた（財）安全衛生技術試験協会が業務を代

行している。

＜参考＞

労働安全衛生法第７５条、同法第７５条の２

厚生労働省令（労働安全衛生規則第６９条）で定める免許試験区分

一 第一種衛生管理者免許試験

一の二 第二種衛生管理者免許試験

二 高圧室内作業主任者免許試験

三 ガス溶接作業主任者免許試験

四 林業架線作業主任者免許試験

五 特級ボイラー技士免許試験

六 一級ボイラー技士免許試験

七 二級ボイラー技士免許試験

八 エックス線作業主任者免許試験

八の二 ガンマ線透過写真撮影作業主任者免許試験

九 発破技師免許試験

十 揚貨装置運転士免許試験

十一 特別ボイラー溶接士免許試験

十二 普通ボイラー溶接士免許試験

十三 ボイラー整備士免許試験

十四 クレーン・デリック運転士免許試験

十五 移動式クレーン運転士免許試験

（整理番号１－７）
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十六 潜水士免許試験

※なお、以前は第十四号がクレーン運転士免許、第十六号がデリック運転士免許、第

十七号が潜水士免許となっていたが、平成１８年４月１日にクレーン運転士免許とデ

リック運転士免許が統合されたことから、上記のとおりに改められたところである。

関連公益法人名

(財)安全衛生技術試験協会

２．評 価

必要性、効率性、有効性等の分析

労働安全衛生法では、事業場における労働者の安全と健康を確保するため、国は危

険有害業務における一般の労働者の就業を禁止し、免許を交付することで当該業務に

係る制限を解除しており、免許試験を実施することにより、当該業務に就くために必

要な能力を担保する必要がある。

免許試験については、全国斉一的に適正かつ確実に実施する必要があるが、行政事

務の効率的運営の観点から、その遂行能力のある法人を指定し、事務の代行を行わせ

ることとしている。また （財）安全衛生技術試験協会は、労働安全衛生に関する知、

見及び普及に関する実績等があることから、試験事務の適正かつ効率的な実施に最も

適当な主体である。

＜参考＞

（整理番号１－７）

平成１７年度　免許試験実施結果 申請者数（人） 受験者数（人） 合格者数（人） 合格率（％）

学　
　

科　
　

試　
　

験

第一種衛生管理者 ５１，２０３ ４８，０６８ ２６，２６３ ５４．６

第二種衛生管理者 ２１，６９２ ２０，６４４ １３，７８３ ６６．８

高圧室内作業主任者 ９６ ９１ ６２ ６８．１

ガス溶接作業主任者 ７３１ ７１８ ５９３ ８２．６

林業架線作業主任者 ２４４ ２４０ １７０ ７０．８

特級ボイラー技士 ７７９ ７２２ ５８ ８．０

一級ボイラー技士 １１，３５６ １０，６９１ ４，９９５ ４６．７

二級ボイラー技士 ３８，７１２ ３７，３４６ １７，８７７ ４７．９

エックス線作業主任者 ６，５０４ ６，１３３ ２，６１７ ４２．７

ガンマ線透過写真撮影作業主任者 ３２１ ２９３ ２０５ ７０．０

発破技士 ８５４ ８４２ ５５４ ６５．８

揚貨装置運転士 ５９５ ５９０ ４６７ ７９．２

特別ボイラー溶接士 １３５ １３４ ９５ ７０．９

普通ボイラー溶接士 ７０５ ６７７ ４７９ ７０．８

ボイラー整備士 ３，５３４ ３，３９７ ２，１２３ ６２．５

クレーン運転士 ２２，７３２ ２２，２２７ １２，３６６ ５５．６

クレーン運転士（床上運転式限定） １５８ １５１ ８８ ５８．３

移動式クレーン運転士 ５，１８２ ５，０２４ ３，８４０ ７６．４

デリック運転士 ４１ ４０ ２８ ７０．０
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（整理番号１－７）

試験会場：北海道、宮城県、千葉県、愛知県、兵庫県、広島県、福岡県

（なお、一部の試験については出張試験により全ての都道府県で試験が実施されてい

るところである ）。

評価結果（事務・事業の必要性）

上記のとおり、労働者の安全と健康を確保するため、引き続き、免許試験の実施に

より労働者の安全と健康を確保することは必要であるとともに、指定機関が免許試験

事務を実施することで、制度の円滑な運用を図っていく。

３．特記事項

なし。

潜水士 ６，７２８ ６，４８１ ４，７８９ ７３．９

学　科　試　験　合　計 １７２，３０２ １６４，５０９ ９１，４５２ ５５．６

実　
　

技　
　

試　
　

験

揚貨装置運転士 ４１３ ４０１ ３６９ ９２．０

特別ボイラー溶接士 ９２ ９０ ８０ ８８．９

普通ボイラー溶接士 ５９８ ５８２ ３１５ ５４．１

クレーン運転士 ５，１７６ ４，７０１ ２，１８３ ４６．４

クレーン運転士（床上運転式限定） １５３ １４４ ５９ ４１．０

移動式クレーン運転士 ７０３ ６１６ ３６９ ５９．９

デリック運転士 ４２ ４１ １８ ４３．９

実　技　試　験　合　計 ７，１７７ ６，５７５ ３，３９３ ５１．６

総　合　計 １７９，４７９ １７１，０８４ ９４，８４５ ５５．４


